
（ローランド）

（１）企業集団の状況

当企業集団はローランド株式会社（当社）及び連結子会社１５社、持分法適用非連結子会社１社、持分法
適用関連会社５社、その他の関係会社１６社より構成されており、電子楽器及びコンピュータ周辺機器の製
造、販売を主な事業としています。事業内容と当社及び主な連結子会社、持分法適用の非連結子会社及び関
連会社、その他の関係会社の当該事業における位置付け並びに事業の種類別セグメントとの関連は、次のと
おりです。

事業区分 主な製品商品区分 主要な関係会社

国

内

連結子会社(４社)
ﾎﾞｽ㈱､ﾛｰﾗﾝﾄﾞｲｰﾃﾞｨｰ㈱､ﾛｰﾗﾝﾄﾞ ﾃｯｸ㈱､
ﾛｰﾗﾝﾄﾞ ｱｲ･ﾋﾟｰ㈱
その他関係会社(２社)
ｽﾀｼﾞｵ ｱｰﾙ㈱､㈱ﾃﾞｭｵ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（計　　６社）

･電子楽器

ｼﾝｾｻｲｻﾞｰ､ｻﾝﾌﾟﾗｰ､ｴﾌｪｸﾀｰ､

ﾘｽﾞﾑﾏｼﾝ､楽器用ｱﾝﾌﾟ､ｷﾞﾀｰｼﾝｾｻ

ｲｻﾞｰ

･家庭用電子楽器

電子ﾋﾟｱﾉ､ﾐｭｰｼﾞｯｸ･ﾃﾞｰﾀ

･音響機器

ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾃﾞｨﾚｲ､ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾘﾊﾞｰﾌﾞ､ﾃﾞ

ｼﾞﾀﾙﾚｺｰﾀﾞｰ､業務用ｱﾝﾌﾟ&ｽﾋﾟｰ
ｶｰ､OEM音源ﾎﾞｰﾄﾞ

海

外

連結子会社(８社)
Roland Corporation U.S.､Roland Canada Music Ltd.､
Rodgers Instruments LLC､
Roland Audio Development Corporation､
Roland Europe S.p.A.､Roland(UK)Ltd.､Roland France SA､
Roland Elektronische Musikinstrumente HmbH
持分法適用非連結子会社(１社)

Roland Benelux n.v.
持分法適用関連会社(５社)
Roland Italy S.p.A.､Roland Electronics de Espana S.A.､
Electronic Musical Insruments Roland Scandinavia a-s､
Roland Brasil Ltda.､Roland Taiwan Electronic Corporation､
その他関係会社(９社)
Roland Corporation Australia Pty. Ltd.､
Roland Corporation (NZ) Ltd.、
他７社

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（計　２３社）

国

内

その他関係会社(１社)
ｴﾃﾞｨﾛｰﾙ ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ㈱

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（計　　１社）

電子楽器

事　　業

（当 社）

･ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ･ﾐｭｰｼﾞｯｸ関連機器

ﾃﾞｽｸﾄｯﾌﾟ･ﾐｭｰｼﾞｯｸ関連機器､ﾊﾟ

ｰﾂ 海

外

その他関係会社(２社)
Edirol Corporation North America、
Edirol Europe Ltd.
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（計　　２社）

国

内

連結子会社(１社)
ﾛｰﾗﾝﾄﾞ ﾃﾞｨｰ.ｼﾞｰ.㈱
その他関係会社(１社)
㈱ﾏｯｺｲ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（計　　２社）ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ
周辺機器
事　　業

(ﾛｰﾗﾝﾄﾞ
ﾃﾞｨ .ーｼﾞ .ー㈱)

･ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ周辺機器

ﾌﾟﾛｯﾀ､ﾌﾟﾘﾝﾀｰ､ﾓﾃﾞﾘﾝｸﾞﾏｼﾝ

海

外

連結子会社(２社)
Roland DGA Corporation､
Roland DG Benelux n.v.
その他関係会社(１社)
Roland DG Australia Pty.Ltd.
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（計　　３社）

※その他関係会社の欄に記載の会社は、持分法非適用の非連結子会社及び関連会社
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（ローランド）

（２）経　営　方　針

　　ローランドグループの経営方針の概要は次のとおりです。

１．経営の基本方針

「開発」と「堅実経営」を経営の基本とし、３つの経営理念を掲げております。

・創造の喜びを世界にひろめよう
  オリジナル技術の開発を最も重視し、製品を通じて世界中の顧客に創造のよろこびを提供する「技術提案型
企業」として、常に新しい分野の開拓に努めています。

・BIGGEST より BEST になろう

  グループ各社が量より質を重視し、各分野でNO.1商品を創出し、Bestな 企業体をめざし続けます。
・共感を呼ぶ企業にしよう
  顧客、株主、取引先、社員がよきパートナーとなり多くの人々にとって有意義で社会的に貢献できる企業体
をめざしています。

２．利益配分に関する基本方針

従来から株主への還元を充実させる一方、将来の事業展開のための内部留保にも留意しつつ良好な財政状態の
維持を基本方針としています。
株主配当は、配当性向30％前後を考慮に入れるとともに、より積極的な利益還元策も視野に入れつつ、株主各
位のご期待に添うよう努めます。また、内部留保資金は、電子技術の目覚しい進歩並びに新しい市場ニーズに応
えるための技術開発、フレキシブルな生産体制の拡充及び市場競争力の増強に充て、これにより収益の向上と経
営基盤の強化を図ります。

３．中長期的な会社の経営戦略

グループ各社では従来から“製品カテゴリー毎に№ 1 商品を創り育てる”“商品の市場価値を 30％高める”を
目標とした「301プロジェクト」運動を推進しています。

電子楽器事業は、引き続きこの301運動を強化するため各カテゴリーを更に細分化した「製品グループ」によ
る体制を構築しました。グループ毎に開発・生産・販売各部門で情報を共有し、少数精鋭化のもと、顧客のニー
ズにマッチした商品を迅速に提供します。特に生産面においては製品グループ毎に最適化された生産システムを
構築し、顧客ニーズに即応できるセル生産システムへの移行を推進するとともに、製品毎のコスト削減を図り市
場競争力の向上に努めます。
さらに、製品グループの特定分野においては、よりフォーカスした製品の開発・販売等を推進するため分社化
を積極的に行い、人材の活性化、市場競争力の強化を図ります。

コンピュータ周辺機器事業は、「カラー」（業務用インクジェット・プリンター等）と「3D」（CAD,CAMM製品等）
をキーワードに新たな市場開拓の推進と販売活動を行っています。
さらに当該事業の主力であるローランド ディー．ジー．㈱では、3Dデータの共有により開発と製造の同時進行
を可能にする「デジタルファクトリー」をスタートさせ、開発期間の短縮、コスト削減等の業務効率と品質の向
上を図ります。

４．会社の対処すべき課題

　経営環境は依然厳しく、特に海外においては円の高止まりにより企業競争が激化すると予想されますが、今後
も「コアとなる独自のテクノロジーをベースに各カテゴリーでの№１を目指す専門集団」として地球環境に配慮
しながら、経営資源の効率的配分、フラットな組織運営によるマネジメント業務のスピード化に努め、将来の目
標として連結 ROE 10%の実現を目指したいと考えます。
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（ローランド）

（３）経　営　成　績

　１．当期の概況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

株主資本当期
純利益率(%)

2000 年 3 月期 61,190 5,460 5,224 3,381 132円 81銭 6.8％
1999 年 3 月期 66,232 9,035 9,460 4,390 177円 07銭 9.6％
増減率 △7.6％ △39.6％ △44.8％ △23.0％ － －

・当期の経済環境は、海外においては円高等の影響により、また、国内においては景気は回復基調にあるもの
の、依然長びく個人消費の低迷等の影響で全般的に厳しい状況で推移しました。
・コンピュータ周辺機器事業は印刷・フォト業界向け販売展開が奏功し、売上は好調に推移しました。電子楽
器事業においては北米市場が前期に引き続き好調に推移したものの、為替の影響及び、欧州市場、国内市場
の厳しさを反映し、全体では減収減益となりました。

営業の概況（事業の種類別セグメント）は次のとおりです。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

電子楽器事業 ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ周辺機器事業
売上高 営業利益 売上高 営業利益

2000 年 3 月期 49,972 4,161 11,221 1,298

1999 年 3 月期 55,414 7,281 10,859 1,754

増減率 △9.8% △42.9％ 3.3％ △26.0％

［電子楽器事業］
日本においては、コンピュータ・ミュージック関連機器が好調で、パーソナルコンピュータに周辺機器を
簡単に接続できる「USB」にいち早く対応した新音源及び、新音源とソフトウェアをパッケージングした製品
が売上を伸ばしました。また、昨年 12 月より NTT ビジュアル通信株式会社との共同事業として、ｉモード
502 対応携帯電話向け着信メロディー配信サービス「ローランドサウンドギャラリー」を開始し、登録者数
は順調に増加しています。その一方、前期の大きな伸長要因であったデジタル・レコーダー「ＶＳシリーズ」
や「キーボードシンセサイザー」などの販売が、特に大都市圏で伸び悩み、売上高は前期を下回りました。
北米においては、積極的な営業展開により新製品のギター用エフェクターや電子ドラム「Ｖ-Drums」など
の現行機種も含めたバンド向け製品が好調に推移しました。また、シンセサイザーの新製品も好調に推移し、
売上高は米ドルベースでは前期を上回りましたが、円高の影響により為替換算後の金額では減少となりました。
欧州においては、イタリアで生産する家庭用電子楽器の販売鈍化及び円高の影響により、売上高は前期を
下回りました。
技術面においては、人の声などを録音した「フレーズ」を自由にコントロールできる画期的な新技術
「VariPhrase（バリフレーズ）」を本年2月に発表し、大きな反響を得ています。この技術は今後さまざまな
分野の製品に搭載していくことで、当社の売上に寄与するものと考えます。
また、開発・生産面におきまして、1999 年 12 月 28 日に品質管理システムの国際規格「ISO9001」の認証
を取得しました。
一方、環境問題への取り組みとしては、大型の電子ピアノ、電子オルガンの輸送用梱包材を従来のものか
ら、繰り返し利用可能な「リターナブル・パッケージ」へ変更し、本年2月より順次使用しています。

［コンピュータ周辺機器事業］
「カラー」（業務用インクジェット・プリンター等）と「3D」（CAD,CAMM製品等）をキーワードに新たな市
場開拓の推進と販売活動を行いました。
日本においては、主にカラー製品の新たな市場への展開として印刷・フォト業界に注力し、業界形態に
応じた営業施策を効率的に展開するとともに販売網の整備を進めた結果、売上高は前年を上回りました。
北米、欧州においても、カラー製品を中心とした市場開拓、ディーラー網の整備を重点においた営業
活動を展開するとともに3D市場の創出を図り、売上高は伸長しました。さらに、当該事業の主力である
ローランド ディー．ジー．㈱では、1999年9月、本社敷地内に新たに工場棟を建設し、生産能力の増強を図
りました。また、3Dデータの共有により開発と製造の同時進行を可能にする「デジタルファクトリー」をス
タートさせました。
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（ローランド）

当期のキャッシュ･フローの状況は次のとおりです。
(単位：百万円）

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,254
投資活動によるキャッシュ・フロー △1,539
財務活動によるキャッシュ・フロー △　138

換算差額 △  589

増加 987
現金及び現金同等物期首残高 15,524
新規連結に伴う増加 52

現金及び現金同等物期末残高 16,564

当期の現金及び現金同等物は、16,564百万円となり、前期に対し 987百万円の増加となりました。営業活
動では、主に米国の電子楽器事業において売上増に対応して在庫の積み増しを行ったため、資産及び負債の
増減においてはたな卸資産が増加しましたが、貸借対照表上では為替換算(円高)の影響によりこの増減はほ
とんどありません。投資活動では主に設備投資に資金を支出し、電子楽器事業では研究施設用地取得及び米
国販社社屋移転、コンピュータ周辺機器事業では工場棟を建設しました。この結果、フリー･キャッシュ･フ
ローは1,715百万円となり、財務活動での長期借入金返済･配当金支払等に充当しました。短期借入金の増加
は主にコンピュータ周辺機器事業での運転資金調達によるものです。

なお、当社株式は１９９９年９月１日に関係各位のご支援により、東京・大阪証券取引所市場第一部銘柄
に指定されました。

２．次期（2001 年 3月期）の見通し

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

株主資本当期
純利益率(%)

2001年3月期見通し 64,000 5,000 5,300 3,000 117円 31銭 5.6％
2000 年 3月期実績 61,190 5,460 5,224 3,381 132円 81銭 6.8％
増減率 4.6％ △8.4％ 1.5％ △11.3％ － －

国内の景気はやや回復しつつありますが、個人消費の低迷は依然として継続すると思われます。また、海外に
おいては円高が進む懸念もあり、引き続き厳しい市場環境が続くことが予想されます。

[電子楽器事業]
従来の製品カテゴリーを更に細分化した「製品グループ」による開発・生産・販売体制の運営に注力します。
顧客のニーズにマッチした商品を迅速に提供し、製品毎のコスト削減を図ることで市場競争力向上に努めます。
国内の営業体制を見直し、特に家庭用電子楽器部門の拡充に努めます。「ローランド・ミュージック・スクー
ル」を主要都市を中心に拡充し、積極的な展開を図ります。なお、当社は本年４月にこれらの展開をサポートす
るためのコンサルティング会社「ローランド ビジネスプラン株式会社」を設立しました。
また、コンピュータ・ミュージック関連機器においては、1999 年 4 月に海外における DTMP 事業（デスクトッ
プ・メディア・プロダクション＝コンピュータ・ミュージック及び映像編集機器等）を統括する会社として設立
しましたエディロール インターナショナル株式会社へ国内の事業も統合し、ローランドグループにおける DTMP
事業をグローバルな視点から展開、拡大します。
なお、現在の浜松研究所に隣接して研究棟（鉄骨造２階建、延べ2,480㎡）の増設を行います。既存研究所設
備と合わせ、特に「空間音響」の研究開発を強化し、新たな技術開発を行います。完成は 2001 年 4 月を予定し
ています。

[コンピュータ周辺機器事業]
主な取り組みとして、国内・海外を問わず世界を一つのマーケットと捉え、グローバルマーケティングにより
市場ニーズを反映した製品開発に努めます。
営業面としてデジタルワークフロー（作業工程のデジタル化）を利用した産業構造改革による新たな市場の創
造・拡大を見据え、3Dとカラーを主体とした営業戦略によりシェア拡大を図ります。
「デジタルファクトリー」に関しては、「デジタルワークフローの社内実施」として本格的に導入し、その領域
を開発・製造から購買・サービス部門まで拡大することにより開発期間の短縮、コスト削減、品質の向上等体制
の強化を推し進めます。
サービス改革として全世界同一レベルのサービス・保証を提供できる体制を整え、信頼性の向上を図ります。
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（ローランド）

（４）連 結 財 務 諸 表 等

　Ⅰ　比較連結貸借対照表

（単位：百万円）

２ ０ ０ ０ 年 ３ 月 期 １ ９ ９ ９ 年 ３ 月 期 前 期 比

科 目 （２０００．３．３１） （１９９９．３．３１） 増 減

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額

( 資 産 の 部 ） ％ ％
流 動 資 産
現 金 及 び 預 金 １７,４０４ １７,３１６ ８７
受 取 手 形 及 び 売 掛 金 ７,０２３ ７,５３９ △　５１５
有 価 証 券 ４７２ １,０１３ △　５４０
た な 卸 資 産 １１,５０４ １１,５７８ △　　７４
繰 延 税 金 資 産 １,０４６ ９６１ ８５
そ の 他 １,７７４ １,６４２ １３１
貸 倒 引 当 金 △　　 ３６６ △　　 ４３４ ６８

流 動 資 産 合 計 ３８,８５８ 57.4 ３９,６１５ 60.0 △　７５６

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物 及 び 構 築 物 ８,１７１ ８,３３８ △　１６７
機 械 装 置 及 び 運 搬 具 ７４６ ８２７ △　　８０
工 具 器 具 備 品 １,７２１ １,４３６ ２８４
土 地 ７,２２４ ７,２０１ ２２
建 設 仮 勘 定 １９ ６７ △　　４７

有 形 固 定 資 産 合 計 １７,８８３ 26.4 １７,８７２ 27.0 １１

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア ４８２ ４６０ ２１
電 話 加 入 権 等 ６８ １４６ △　　７７
連 結 調 整 勘 定 １４ ２８ △　　１４

無 形 固 定 資 産 合 計 ５６５ 0.8 ６３６ 1.0 △　　７０

投資その他の資産
投 資 有 価 証 券 ４,３７３ ４,１６２ ２１１
繰 延 税 金 資 産 ２２０ ５０ １６９
そ の 他 ３,３０３ ３,３７７ △　　７４
貸 倒 引 当 金 △　　　 １１ △　　　 １２ １

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 ７,８８５ 11.7 ７,５７７ 11.5 ３０８

固 定 資 産 合 計 ２６,３３４ 38.9 ２６,０８５ 39.5 ２４９

為 替 換 算 調 整 勘 定 ２,５０７ 3.7 ３６３ 0.5 ２,１４３

資 産 合 計 ６７,７０１ 100.0 ６６,０６５ 100.0 １,６３５
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（単位：百万円）

２ ０ ０ ０ 年 ３ 月 期 １ ９ ９ ９ 年 ３ 月 期 前 期 比

科 目 （２０００．３．３１） （１９９９．３．３１） 増 減

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額

( 負 債 の 部 ) ％ ％
流 動 負 債
支 払 手 形 及 び 買 掛 金 ２,９０２ ３,３８４ △　 ４８２
短 期 借 入 金 ２,９５７ １,９１６ １,０４１
一年内に償還予定の転換社債 ７９５ － ７９５
一年内返済予定長期借入金 ６ ６８ △ 　　６２
未 払 法 人 税 等 ８６６ １,８３１ △ 　９６４
賞 与 引 当 金 １,００３ ９９６ ６
そ の 他 １,５０４ ２,５９１ △１,０８６

流 動 負 債 合 計 １０,０３５ 14.8 １０,７８８ 16.3 △   ７５３

固 定 負 債
転 換 社 債 － １,８１２ △１,８１２
長 期 借 入 金 　　　 ２２ ２７３ △   ２５０
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 ５５５ ５１２ ４３
そ の 他 ３４９ ２９５ ５４

固 定 負 債 合 計 ９２８ 1.4 ２,８９２ 4.4 △１,９６４

負 債 合 計 １０,９６３ 16.2 １３,６８１ 20.7 △２,７１７

( 少 数 株 主 持 分 )
少 数 株 主 持 分 ４,６９６ 6.9 ４,２８５ 6.5 ４１０

( 資 本 の 部 )
資 本 金 ９,２７４ 13.7 ８,７６５ 13.2 ５０８
資 本 準 備 金 １０,８００ 16.0 １０,２９２ 15.6 ５０８
連 結 剰 余 金 ３１,９６６ 47.2 ２９,０４１ 44.0 ２,９２５
自 己 株 式 △ 　　　　０ △0.0 △ 　　　　０ △ 0.0 ０

資 本 合 計 ５２,０４０ 76.9 ４８,０９８ 72.8 ３,９４２

負債、少数株主持分及び資本合計 ６７,７０１ 100.0 ６６,０６５ 100.0 １,６３５
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　Ⅱ　比較連結損益計算書

（単位：百万円）

２ ０ ０ ０ 年 ３ 月 期 １ ９ ９ ９ 年 ３ 月 期 前　期　比

科 目 （1999.4.1～2000.3.31） （1998.4.1～1999.3.31） 増　　　減

金 額 百分比 金 額 百分比 金 額

％ ％
 Ⅰ　売　　　　　上　　　　　高 ６１,１９０ 100.0 ６６,２３２ 100.0 △５,０４１
 Ⅱ　売　　　上　　　原　　　価 ３４,２７９ 56.0 ３５,９１９ 54.2 △１,６３９

売 上 総 利 益 ２６,９１０ 44.0 ３０,３１２ 45.8 △３,４０２

 Ⅲ　販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 ２１,４５０ 35.1 ２１,２７７ 32.1 １７３

営 業 利 益 ５,４６０ 8.9 ９,０３５ 13.7 △３,５７５

 Ⅳ　営　　業　　外　　収　　益
受 取 利 息 ２７４ ４４２ △   １６７
受 取 配 当 金 １８０ ４５ １３５
持 分 法 に よ る 投 資 利 益 ３０ １９２ △   １６２
そ の 他 １８９ １７９ ９
 Ⅴ　営　　業　　外　　費　　用
支 払 利 息 ２０３ ２６６ △     ６２
為 替 差 損 ５２０ １３７ ３８２
そ の 他 １８６ ３０ １５５

経 常 利 益 ５,２２４ 8.5 ９,４６０ 14.3 △４,２３５

 Ⅵ　特　　　別　　　利　　　益
前 期 損 益 修 正 益 ９ － ９
そ の 他 １３３ － １３３
 Ⅶ　特　　　別　　　損　　　失
投 資 有 価 証 券 売 却 損 － １３６ △   １３６
固 定 資 産 除 売 却 損 ９５ １１６ △     ２１
そ の 他 １１ ８５ △     ７４

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 ５,２６１ 8.6 ９,１２２ 13.8 △３,８６０

過 年 度 法 人 税 等 戻 入 額 ５４０ 0.9 － － ５４０
法人税、住民税及び事業税 １,８５０ 3.0 ４,２１５ 6.4 △２,３６５
法 人 税 等 調 整 額 １３ 0.0 △　　　１５２ △0.2 １６６
少 数 株 主 利 益 ５５５ 0.9 ６６９ 1.0 △   １１３

当 期 純 利 益 ３,３８１ 5.5 ４,３９０ 6.6 △１,００８
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　Ⅲ　比較連結剰余金計算書

（単位：百万円）

科　　　　　　　　　目
２ ０ ０ ０ 年 ３ 月 期
（1999.4.1～2000.3.31）

１ ９ ９ ９ 年 ３ 月 期
（1998.4.1～1999.3.31）

連 結 剰 余 金 期 首 残 高 ２９,２２１ ２５,２８８

連 結 剰 余 金 期 首 残 高 ２９,０４１ －

過 年 度 税 効 果 調 整 額 １７９ －

連 結 剰 余 金 増 加 高 １９６ －

連結子会社増加による剰余金増加高 １２０ －

持 分 法 適 用 会 社 持 分 増 加 高 ７５ －

連 結 剰 余 金 減 少 高 ８３２ ６３７

配 当 金 ６９６ ４９３

役 員 賞 与 金 １３６ １０８

連結子会社増加による剰余金減少高 － ３５

当 期 純 利 益 ３,３８１ ４,３９０

連 結 剰 余 金 期 末 残 高 ３１,９６６ ２９,０４１
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　Ⅳ　連結キャッシュ・フロー計算書

（単位：百万円）

科　　　　　　目
２ ０ ０ ０ 年 ３ 月 期
（1999.4.1～2000.3.31）
金 額

Ⅰ  営業活動によるキャッシュ・フロー
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益
減 価 償 却 費
固 定 資 産 除 売 却 損
連 結 調 整 勘 定 償 却 額
持 分 法 に よ る 投 資 利 益
受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金
支 払 利 息
為 替 差 損
売 上 債 権 の 増 加 額
た な 卸 資 産 の 増 加 額
仕 入 債 務 の 減 少 額
役 員 賞 与 の 支 払 額
そ の 他

５,２６１
２,１０８
９５
１４

△　　 ３０
△　 ４５５
２０３
５８２

△　 １９４
△１,１０５
△　 １０１
△　 １６７
△　 ８２０

小　　　計
利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額
利 息 の 支 払 額
法 人 税 等 の 支 払 額

５,３８９
４４１

△　 ２１０
△２,３６６

営業活動によるキャッシュ・フロー
Ⅱ  投資活動によるキャッシュ・フロー
定期預金の預入による支出
定期預金の払戻による収入
有価証券の売却による収入
有形固定資産の取得による支出
有形固定資産の売却による収入
投資有価証券の取得による支出
投資有価証券の売却による収入
そ の 他

３,２５４

△　 ３００
１,２５２
３７１

△３,１０１
６１９

△　 ５０２
４３２

△　 ３１１
投資活動によるキャッシュ・フロー
Ⅲ  財務活動によるキャッシュ・フロー
短 期 借 入 金 の 純 増 加 額
長期借入金の返済による支出
配 当 金 の 支 払 額
そ の 他

△１,５３９

１,１３９
△　 ３０４
△　 ９９０
１７

財務活動によるキャッシュ・フロー
Ⅳ  現金及び現金同等物に係る換算差額

△　 １３８
△　 ５８９

Ⅴ  現金及び現金同等物の増加額
Ⅵ  現金及び現金同等物の期首残高
Ⅶ  新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加

９８７
１５,５２４
５２

Ⅷ  現金及び現金同等物の期末残高 １６,５６４

（注）1．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に記載されている科目の金額との関係
現金及び預金勘定 17,404 百万円

預入期間が3ヶ月を超える定期預金 △840

現金及び現金同等物 16,564 百万円

　　　2．重要な非資金取引の内容
転換社債の資本への転換 1,016 百万円
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［連結財務諸表作成のための基本となる事項］

1．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社　１５社 ・ボ　　　　　ス　㈱ ・Roland Corporation U.S.
・ローランド　イーディー㈱ ・Roland (U.K.) Ltd.
・ローランド　テック㈱ ・Roland Elektronische
・ローランド　ディー．ジー．㈱         Musikinstrumente HmbH.
・ローランド　アイ･ピー㈱ ・Roland Audio Development Corporation
・Roland Europe S.p.A. ・Roland Canada Music Ltd.
・Rodgers Instruments LLC ・Roland DGA Corporation
・Roland France SA ・Roland DG Benelux n.v.

(2) 非連結子会社　１０社・Roland Corporation Australia Pty. Ltd.
・Roland Corporation (NZ) Ltd. ・Roland DG Australia Pty. Ltd.
・Roland Benelux n.v. ・その他　６社

2．持分法の適用に関する事項

非連結子会社のRoland Benelux n.v.及び関連会社のうち Roland Italy S.p.A. 等５社に対する投資額
については持分法を適用しております。
その他非連結子会社９社及び関連会社７社については、それぞれ連結純損益及び連結剰余金に及ぼす影
響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法を適用しておりません。持分法を適用して
いない会社は Roland Corporation Australia Pty. Ltd.、Roland Corporation (NZ) Ltd.、Edirol
Corporation North America、Roland DG Australia Pty. Ltd. 及び Roland (Switzerland) AG. 等であ
ります。

3．連結子会社の事業年度に関する事項

連結子会社の決算日は Roland Europe S.p.A.，Rodgers Instruments LLC，Roland Corporation U.S.，
Roland (U.K.) Ltd.， Roland Elektronische Musikinstrumente HmbH. ， Roland DGA Corporation ，
Roland Audio Development Corporation，Roland Canada Music Ltd., Roland France SA 及び Roland DG
Benelux n.v.を除き連結財務諸表提出会社と同一であります。Roland Europe S.p.A.，Rodgers
Instruments LLC ， Roland Corporation U.S. ， Roland (U.K.) Ltd. ， Roland Elektronische
Musikinstrumente HmbH.，Roland DGA Corporation，Roland Audio Development Corporation，Roland
Canada Music Ltd., Roland France SA 及び Roland DG Benelux n.v.の決算日は１２月３１日であり、連
結決算日との間に重要な取引がないため、１２月３１日で終了する事業年度の決算財務諸表を使用してお
ります。

4. 会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法
①有価証券
取引所の相場のある有価証券 ………………… 移動平均法による低価法（切放し方式）
その他の有価証券 ……………………………… 移動平均法による原価法
②たな卸資産
商品，製品，原材料及び仕掛品
(ｲ) 当社及び国内連結子会社 ………………… 主として総平均法による低価法
(ﾛ) 在外連結子会社 …………………………… 主として先入先出法による低価法
貯蔵品 …………………………………………… 最終仕入原価法

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産 ………………………………… 主として法人税法の規定に基づく定率法
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ただし、当社及び国内連結子会社が１９９８年４月１
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）につい
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ては定額法

無形固定資産 ………………………………… 当社及び国内連結子会社は主として法人税法の規定に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　基づく定額法
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ただし、当社及び国内連結子会社の市場販売目的のソ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　フトウェアについては販売可能有効期間における見込
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　販売数量に基づく方法、自社利用のソフトウェアにつ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　いては社内における利用可能期間（５年）に基づく定
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　額法

長期前払費用 ………………………………… 法人税法の規定に基づく定額法
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(3) 重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金
債権の貸倒れによる損失に備えるため、連結会社間の債権債務を相殺消去した後の金額を基礎とし
て、法人税法の規定による繰入限度相当額（法定繰入率）及び個別判定による貸倒見込額を計上し
ております。

②賞与引当金
従業員の賞与の支払いに備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

③退職給与引当金
(ｲ) 当社及び国内連結子会社５社についての従業員退職金制度は、すべて適格退職年金制度に
よっております。

(ﾛ) 適格退職年金制度の過去勤務債務の償却期間は約５年であり、１９９９年１１月３０日現在の
年金資産合計はローランドグループ（当社及び国内連結子会社５社）総額で３，２６０百万円
であります。

④役員退職慰労引当金
当社及び国内連結子会社５社は、役員退職慰労金の支払いに備えるため、内規に基づく期末要支給
額を計上しております。

(4) 重要なリース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について
は、主として通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

(5) 消費税等の処理方法
税抜方式で処理しております。

5. 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価評価法によっております。

6. 投資勘定と資本勘定との相殺消去に関する事項

投資勘定と連結子会社資本勘定の相殺消去は、段階法によっております。相殺消去の結果生じた消去差
額は発生原因が明らかなものは、該当勘定科目に振り替え、発生原因が不明なものは連結調整勘定とし、
発生年度以後５年間で均等償却しております。

7. 未実現損益の消去に関する事項

資産の売買に伴い、連結会社で発生した未実現損益は、全額消去し、非連結子会社及び関連会社で発生
した未実現損益は、持分相当額を消去しております。

8. 在外連結子会社等の財務諸表項目の換算に関する事項

在外連結子会社及び持分法適用の在外関連会社の財務諸表項目の円貨への換算は、「外貨建取引等会計
処理基準」（１９７９年６月２６日 最終改正１９９５年５月２６日企業会計審議会報告）による方法に
より換算しております。
なお、収益及び費用については、期中平均相場による円換算額を付しております。

9. 利益処分項目の取扱いに関する事項

連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて作成
しております。

10. 連結キャッシュフロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュフロー計算における資金（現金及び現金同等物）は、手元現金及び随時引き出し可能な
預金からなっております。
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［連結貸借対照表の注記］

（２０００年３月期） （１９９９年３月期）

有 形 固 定 資 産 の 減 価 償 却 累 計 額 １５,１０９百万円 １５,０９６百万円

輸 出 手 形 割 引 高 　　 ８８７百万円 １,０２３百万円

保 証 債 務 １,２４０百万円 １,４６７百万円

非連結子会社及び関連会社に対する株式等 ２,９８９百万円 ２,７６１百万円

自 己 株 式 の 数 及 び 貸 借 対 照 表 価 額 ４７株 ２１７株

  　                                ９５千円 ７６０千円
連結子会社が所有する連結財務諸表
提出会社の株式の数及び貸借対照表価額

該当事項はありません。

［リース取引の注記］

項          　　目 ２ ０ ０ ０ 年 ３ 月 期 １ ９ ９ ９ 年 ３ 月 期

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンスリース取引

リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残高

取 得
価 額
相 当 額

減価償却
累 計 額
相 当 額

期 末
残 高
相当額

取 得
価 額
相 当 額

減価償却
累 計 額
相 当 額

期 末
残 高
相 当 額

相当額 機械装

置及び

運搬具

百万円

３３９

百万円

１７３

百万円

１６５

機械装

置及び

運搬具

百万円

３５３

百万円

１３０

百万円

２２３

工具器

具備品
１４３ ９６ ４７

工具器

具備品
１６０ ９４ ６５

その他 ４ ４ ０ その他 ４ ３ １

合　計 ４８８ ２７４ ２１３ 合　計 ５１８ ２２８ ２９０

未経過リース料期末残高相当額 １年内 　　８４百万円

１年超　 １３９百万円

合  計　 ２２３百万円

１年内 　　８７百万円

１年超　 ２１２百万円

合  計　 ３００百万円

支 払 リ ー ス 料 ９６百万円 １０２百万円

減 価 償 却 費 相 当 額 ８６百万円 ９１百万円

支 払 利 息 相 当 額 ９百万円 １１百万円

減価償却費相当額の算定方法 　リース期間を耐用年数とし、残
存価額を零とする定額法によっ
ております。

同       左

利 息 相 当 額 の 算 定 方 法 　リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。

同　　　左

オペレーティング・リース取引

未 経 過 リ ー ス 料 １年内 　２４９百万円

１年超１,５３６百万円

合  計１,７８５百万円

１年内 　２４６百万円

１年超１,９８４百万円

合  計２,２３１百万円
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［税効果会計関係］

　１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

(２０００年３月期 )
繰延税金資産
たな卸資産未実現利益 ４２５百万円
有価証券評価額差額 ２８８百万円
役員退職慰労引当金 ２２８百万円
繰越欠損金 ４０１百万円
その他 ８９７百万円

繰延税金資産小計 ２,２４１百万円
評価性引当額 △　 ３８８百万円

繰延税金資産合計 １,８５２百万円
繰延税金負債
固定資産圧縮積立金・特別償却準備金 △　　 ８３百万円
留保利益 △　 ５１６百万円
その他 △　　 ６３百万円

繰延税金負債合計 △　 ６６３百万円

繰延税金資産の純額 １,１８９百万円

　２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主要な項目別の内訳

(２０００年３月期 )
国内の法定実効税率 ４１.１％
（調　整）
交際費等永久に損金に算入されない項目 ８.４％
繰越欠損金 △１７.７％
その他 ３.６％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 ３５.４％

－15－



（ローランド）

（５）セ グ メ ン ト 情 報

1. 事業の種類別セグメント情報

（単位：百万円）

２０００年３月期 （１９９９．４．１～２０００．３．３１）

                  　ｾｸﾞﾒﾝﾄ

科 目

電 子 楽 器

事 業

ｺ ﾝ ﾋ ﾟ ｭ ｰ ﾀ 周 辺

機 器 事 業
計

消 去 又 は

全 社
連 結

Ⅰ 売上高及び営業損益
売 上 高

(1)外部顧客に対する売上高 ４９,９６９ １１,２２０ ６１,１９０ － ６１,１９０
(2) ｾ ｸ ﾞ ﾒ ﾝ ﾄ間の内部売上高
又は振替高 ３ ０ ３ (  ３) －

計 ４９,９７２ １１,２２１ ６１,１９３ (  ３) ６１,１９０

営 業 費 用 ４５,８１１ ９,９２２ ５５,７３３ (  ３) ５５,７３０

営 業 利 益 ４,１６１ １,２９８ ５,４６０ ０ ５,４６０

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的
支出

資 産 ５３,９６７ １１,２４２ ６５,２１０ ２,４９０ ６７,７０１

減 価 償 却 費 １,８２４ ２８３ ２,１０８ － ２,１０８

資 本 的 支 出 ２,２６３ １,０１６ ３,２７９ － ３,２７９

（単位：百万円）

１９９９年３月期 （１９９８．４．１～１９９９．３．３１）

                  　ｾｸﾞﾒﾝﾄ

科 目

電 子 楽 器

事 業

ｺ ﾝ ﾋ ﾟ ｭ ｰ ﾀ 周 辺

機 器 事 業
計

消 去 又 は

全 社
連 結

Ⅰ 売上高及び営業損益
売 上 高

(1)外部顧客に対する売上高 ５５,３７５ １０,８５６ ６６,２３２ － ６６,２３２
(2) ｾ ｸ ﾞ ﾒ ﾝ ﾄ間の内部売上高
又は振替高 ３８ ２ ４１ (４１) －

計 ５５,４１４ １０,８５９ ６６,２７３ (４１) ６６,２３２

営 業 費 用 ４８,１３３ ９,１０４ ５７,２３８ (４１) ５７,１９６

営 業 利 益 ７,２８１ １,７５４ ９,０３５ ０ ９,０３５

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的
支出

資 産 ５６,０１４ ９,７５７ ６５,７７２ ２９３ ６６,０６５

減 価 償 却 費 １,５２９ ２１４ １,７４３ － １,７４３

資 本 的 支 出 ２,３１３ ２４６ ２,５５９ － ２,５５９

(注)1.事業区分の方法
　　　　当社の事業区分は、製品の種類・性質等の類似性を考慮して、電子楽器事業とコンピュータ周辺
機器事業に区分しております。

　　2.各事業の主要な製品
　　　　(1)電子楽器事業
　　　　   電子ピアノ、シンセサイザー、デジタルレコーダー、デスクトップ・ミュージック関連商品
　　　　(2)コンピュータ周辺機器事業
　　　　   プロッタ、カッティングマシン、モデリングマシン、プリンター

　　3.２０００年３月期の当連結会計年度の資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は
　　　２,５０７百万円であり、為替換算調整勘定であります。なお、１９９９年３月期の資産のうち消
去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は３６３百万円であり、為替換算調整勘定であります。
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　2. 所在地別セグメント情報

（単位：百万円）

２０００年３月期 （１９９９．４．１～２０００．３．３１）

ｾｸﾞﾒﾝﾄ

科　　目
日本 北米 欧州 計

消去又は

全社
連結

Ⅰ 売上高及び営業損益
売 上 高 　　　 　　　 　　　
(1)外部顧客に対する売上 ２３,６４７ ２５,９３２ １１,６１０ ６１,１９０ － ６１,１９０
(2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高
　 又は振替高 １９,６０４ ５３８ １,９９０ ２２,１３３ (２２,１３３) －

計 ４３,２５１ ２６,４７０ １３,６０１ ８３,３２４ (２２,１３３) ６１,１９０

営 業 費 用 ４０,６２３ ２４,５６２ １３,１０９ ７８,２９６ (２２,５６６) ５５,７３０

営 業 利 益 ２,６２８ １,９０７ ４９１ ５,０２８ ４３２ ５,４６０

Ⅱ 資　　　　　　産 ５２,２９４ １０,６４３ ７,３８５ ７０,３２３ (  ２,６２２) ６７,７０１

（単位：百万円）

１９９９年３月期 （１９９８．４．１～１９９９．３．３１）

ｾｸﾞﾒﾝﾄ

科　　目
日本 北米 欧州 計

消去又は

全社
連結

Ⅰ 売上高及び営業損益
売 上 高 　　　 　　　 　　　
(1)外部顧客に対する売上 ２５,９２９ ２６,９９５ １３,３０７ ６６,２３２ － ６６,２３２
(2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高
　 又は振替高 １８,５９８ ２７８ ２,１５４ ２１,０３０ (２１,０３０) －

計 ４４,５２７ ２７,２７３ １５,４６２ ８７,２６３ (２１,０３０) ６６,２３２

営 業 費 用 ４０,７６７ ２３,８０３ １４,１６４ ７８,７３６ (２１,５３９) ５７,１９６

営 業 利 益 ３,７５９ ３,４６９ １,２９７ ８,５２７ ５０８ ９,０３５

Ⅱ 資　　　　　　産 ５０,３６８ １０,８７９ ９,１２３ ７０,３７１ (  ４,３０６) ６６,０６５

(注)1.国又は地域の区分は､地理的近接度によっております。

　　2.本邦以外の区分に属する主な国又は地域
北米：米国、カナダ
欧州：イタリア、イギリス、ドイツ、フランス、ベルギー

　　3.２０００年３月期の当連結会計年度の資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は
　　　２,５０７百万円であり、為替換算調整勘定であります。なお、１９９９年３月期の当連結会計
　　　年度の資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は３６３百万円であり、為替換算
　　　調整勘定であります。
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3. 海外売上高
（単位：百万円）

２０００年３月期 （１９９９．４．１～２０００．３．３１）

北米 欧州 その他 計

Ⅰ 海 外 売 上 高 ２５,９０５ １４,６６４ ４,６７２ ４５,２４２

Ⅱ 連 結 売 上 高 ６１,１９０

Ⅲ  連結売上高に占める
   海外売上高の割合(％)

４２.３ ２４.０ ７.６ ７３.９

（単位：百万円）

１９９９年３月期 （１９９８．４．１～１９９９．３．３１）

北米 欧州 その他 計

Ⅰ 海 外 売 上 高 ２７,１２５ １７,９７６ ５,４３８ ５０,５３９

Ⅱ 連 結 売 上 高 ６６,２３２

Ⅲ  連結売上高に占める
   海外売上高の割合(％)

４１.０ ２７.１ ８.２ ７６.３

(注)1.国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

　　2.各区分に属する主な国又は地域
北　米：米国、カナダ
欧　州：イタリア、イギリス、ドイツ、フランス、ベルギー
その他：東南アジア、中南米、豪州

　　3.海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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（６）生産、受注及び販売の状況

１．生　産　実　績

（単位：百万円）

品 目 金 額

電 子 楽 器 ２０,６０５ － ％

家 庭 用 電 子 楽 器 １１,０９４ －

音 響 機 器 ８,３４９ －

コンピュータ・ミュージック
　 関 連 機 器 他

５,３４９ －

小 計 ４５,３９８ －

コンピュータ周辺機器事業 プロッタ、カッティングマシン他 ６,６７８ －

合 計 ５２,０７７ －

(注) 1．金額は販売価格によっております。
　　 2．連結会社間の取引について、セグメント及び品目毎の生産高を正確に把握することが困難なため、
　　　　概算金額で表示しております。

２．受　注　状　況
当社グループの製品はその性質上需要予測による見込生産方式を採り、受注生産を行っておりません。

３．販　売　実　績

（単位：百万円）

品 目 金 額

電 子 楽 器 ２２,６７９ － ％

家 庭 用 電 子 楽 器 １２,２１１ －

音 響 機 器 ９,１９０ －

コンピュータ・ミュージック
　 関 連 機 器 他

５,８８８ －

小 計 ４９,９６９ ９０．２

コンピュータ周辺機器事業 プロッタ、カッティングマシン他 １１,２２０ －

合 計 ６１,１９０ ９２．４

 (注) 1. 販売数量は規格・形状・単位が多種多様であり表示が困難なため、記載を省略しております。

なお、当連結会計年度は連結ベースで作成する初年度であるため、「生産、受注及び販売の状況」のうち、
「生産実績」に係る「前期比」及び「販売実績」に係る「品目別前期比」の記載は行っておりません。
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（７）有 価 証 券 の 時 価 等

（単位：百万円）

２ ０ ０ ０ 年 ３ 月 期 　 （ ２ ０ ０ ０ . ３ . ３ １ ）

種 類 連結貸借対照表
計 上 額

時 価 評 価 損 益

 (1) 流動資産に属するもの

   株 　 　 　 式 ７ １１ ３

   債 　 　 　 券 ３５８ ３５８ ０

   そ 　 の 　 他 １０６ １０６ －

   小 　 　 　 計 ４７２ ４７６ ３

 (2) 固定資産に属するもの

   株 　 　 　 式 ７５４ １,２９８ ５４３

   債 　 　 　 券 １４０ １４５ ４

   そ 　 の 　 他 ５８７ ５８１ △ 　６

   小 　 　 　 計 １,４８２ ２,０２４ ５４２

   合 　 　 　 計 １,９５５ ２,５００ ５４５

 (注)1. 時価等の算定方法
　　  　国内上場有価証券     主に東京証券取引所の最終価格
　　  　海外上場有価証券     主たる証券取引所の最終価格
      　店頭売買有価証券     日本証券業協会の公表売買価格等
      　証 券 投 資 信 託　   基準価格
      　非 上 場 債 券     日本証券業協会が発表する公社債店頭基準気配銘柄の利回り、残存償還
　　　　　　　　　　　　　　 期間等に基づいて算出した価格

     2. 開示の対象から除いた有価証券の貸借対照表計上額

(固定資産)
ク ロ ー ズ ド 期 間 内 の
証 券 投 資 信 託 の 受 益 証 券 ４９百万円

相場の変動を受けない有価証券 ３６百万円
店 頭 売 買 株 式 を
除 く 非 上 場 株 式 １,４７３百万円

( う ち 関 係 会 社 株 式 ) （１,４５５百万円）
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（ローランド）

（８）デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

（単位：百万円）

区 ２ ０ ０ ０ 年 ３ 月 期

種　　　類 契 約 額 等 時　　価 評価損益
分 うち 1年超

市 為 替 予 約 取 引

場 　　買　建

取 　　　日 本 円 １,６６３ － １,６５１ △  １１

引       ユ ー ロ ２０６ － １９７ △    ８

以 　　　米 ド ル ４６ － ４７      ０

外

の 通貨スワップ取引

取 　　売　建

引 　　　米 ド ル １ ０ １      ０

合　　　　　　計 １,９１８ ０ １,８９７ △  ２０

（注）1. 時価の算定方法
　　　　　（為替予約取引）
　　　　　　先物為替相場によっております。
　　　　　（通貨スワップ取引）
　　　　　　主たる金融機関から提示された価格によっております。
2. 外貨建金銭債権債務等に先物為替予約等が付されていることにより、決済時における円貨額が確定
している外貨建金銭債権債務等で、連結貸借対照表に当該円貨額で表示しているもの及び当該円貨
額により連結手続上相殺消去されたものについては、開示の対象から除いております。
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（ローランド）

（９）関連当事者との取引

１．役員及び個人主要株主等
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

議決権等の 取引 期末
属性 氏　　名 住所 資本金 事業の内容又は職業 被所有割合 関係内容 取引の内容 金額 科目 残高

当社取締役会長 直接 (財)ﾛｰﾗﾝﾄﾞ芸術
役員 梯 郁太郎 － － (財)ローランド

　　芸術文化振興財団理事長
6.2％ － － 文化振興財団へ

の寄付金の支払
40 － －

(財)ローランド芸術文化振興財団との取引はいわゆる第三者のための取引であります。
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